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I. はじめに
1項詐欺罪（刑法 246条 l項。以下，単に「詐欺罪」という）は，「人を欺
いて財物を交付させた」場合に成立する。判例・通説は，同条を解釈して，詐
欺罪の実現過程を 4段階に整理し，①人を欺く行為（欺岡行為），②欺かれた
ことによって相手方が錯誤に陥ること，③相手方が錯誤に基づいて財物を交付
すること，④行為者（側の者）が交付された財物を取得すること（これにより，
被害者に財産的損害が発生すること）が必要であると解している。このような
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詐欺罪（交付罪）の構成要件が有する構造上の特殊性に対応して，同罪の実行
行為としての欺岡行為は，相手方を錯誤に陥らせたうえ（上掲②），財物を交
付させうる（上掲③）ものであることが必要となる。そこで，欺岡行為は，R
相手方に財物を交付させる手段としての「性質」を有し，かっR相手方を錯誤
に陥れるに足りる「程度」のものでなければならない(1)。そして，近時の最高
裁判例は，欺岡行為において偽る「内容」， したがって，欺岡された相手方が
陥る錯誤の「内容」に関して，「財物交付の判断の甚礎となる軍要な事項」と
いう理解を示している匹ここにいう「財物交付の判断の基礎となる重要な事
項」の偽りは，詐欺罪の実行行為性を基礎づけるものであるから，「同罪にお
ける財産的損害を惹起する危険」に関係を有し， したがって「財物交付の判断
の基礎となる重要な事項」は「財産的損害の内容」にも関わる要素であると考
えられる。
欺岡行為に関する上述の理解が定着しつつある状況において，最高裁平成
30年 3月22B判決(3) (刑集 72巻 1号 82頁：以下，刀本判決Jという）は，
すでに本件犯行の前日にオレオレ詐欺の被害に遭っている者に対して，その事
情を利用した詐欺をさらに企図したという事案において，詐欺未遂罪の成否に
ついて判断を示した。本判決は，被告人らの具体的な犯行計画等の事情を総合
考慮したうえで（詳細は後述I1), 「本件嘘の内容は，その犯行計画上，被害、、、、、、、、、、、、
者が現金を交付するか否かを判断する前提となるよう予定された事項に係る重
(1) たとえば，大判昭 36• 3• 26刑録9輯454頁等，大塚仁ほか編『大コンメンター
ル刑法・第 13巻』（第 3版， 2018年，青林書院） 44頁， 48頁等〔高橋省吾〕参照。
(2) 最決平 22• 7• 29刑集 64巻5号 829頁が，このような理解を最初に明示したも
のであるが，調査官解説においては，同決定以前から， このような表現が用いられ
ていた（藤井敏明「判解ー最判解刑•平成 16 年度 (2007 年，法曹会） 250-251頁，
前田巌―判解」最判解刑•平成 19 年度 (2011 年，法曹会） 320頁等）。
(3) 評釈として，豊田兼彦「判批」法セミ 761号 (2018年） 121頁，成瀬幸典「判批-
法教454号 (2018年） 140頁，前田雅英「判批」捜査研究810号 (2018年） 2頁以
下，佐藤拓麿「詐欺罪における実行の着手一最高裁平成30年3月22B第一小法
廷判決を契機として一ー」刑ジャ 57号 (2018年） 21頁以下，二本柳誠「詐欺罪に
おける実行の着手一ー最高裁平成30年3月22日第一小法廷判決を契機として一」
刑ジャ 57号 (2018年） 33頁以下等。さらに，松宮孝明「現代刑法の理論と実務
一総論［第 9回］未遂・未完成犯罪」法セミ 767号 (2018年） 96-97頁をも参照。
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要なものであった」として，「このような事実関係の下においては，本件嘘を
、、、、、、、、、、
一連のものとして被害者に対して述べた段階において，被害者に現金の交付を
、、、、、、、、、、、、、、、、
求める文言を述べていないとしても，詐欺罪の実行の着手があったと認められ
る。」との判断を示した（引用中の圏点は，筆者が付した）。そこで，本稿では，
本判決に示された欺岡行為の理解，詐欺罪における実行の着手時期に関する判
断について，若干の検討を試みたい。
I. 本判決の概要
l 事実の概要
本判決は，第一審判決（長野地判平成28年8月9日刑集72巻l号 132頁）
の事実認定を引用し（原判決である東京高判平成29年2月 2日刑集72巻 1号
134頁も，この認定事実を前提に判断しているが，第一審判決を破棄し，被告
人に無罪を言い渡した），審理経過を要約したうえで，最高裁として以下の事
実関係を認定している。
(1) 被害者（当時69歳，女性，長野市内に居住）は，平成28年 6月8日，
甥になりすました氏名不詳者からの電話で，仕事の関係で現金を至急必要
としている旨の嘘を言われ，その旨誤信し，甥の勤務する会社の系列社員
と称する者に現金 100万円を渡した。
(2) 被害者は，同月 9日午前 1時20分頃，警察官を名乗る氏名不詳者から
の電話で，「昨B, 駅の所で，不審な男を捕まえたんですが，その犯人が
被害者の名前を言っています。」「昨日，詐欺の被害に遭っていないですか。」
「口座にはまだどのくらいの金額が残っているんですか。」「銀行に今すぐ
行って全部下ろした方がいいですよ。」「前日の 100万円を取り返すので協
力して欲しい。」などと言われた (1回目の電話）叫
(4) 矢野隆史「研修の現場から」研修830号 (2017年） 96頁は，被害者が， この電
話の後，「金融機関に行って預金日座から現金を払い戻し，その後警察に連絡した
ところ， 自分がだまされていることに気が付」いたという事実が示されているが，
第一審判決，原判決，本判決には，このような事実は認定されていない。
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(3) 被害者は，同日午後 1時 1分頃，警察官を名乗る氏名不詳者からの電話
で，「僕，向かいますから。」「2時前には到着できるよう僕の方で態勢整
えますので。」などと言われた (2回目の電話）。
(4) 被告人は，同月 8日夜，氏名不詳者から，長野市内に行くよう指示を受
け，同月 9日朝，詐取金の受け取り役であることを認識したうえで同市内
に移動し，同日午後 1時 11分頃，氏名不詳者から，被害者宅住所を告げ
られ，「お婆ちゃんから金を受け取ってこい。」「29歳，刑事役って設定で
金を取りに行ってくれ。＿などと指示を受け，その指示に従って被害者宅
に向かったが，被害者宅に到着する前に警察官から職務質問を受けて逮捕
された。
(5) 上記(2)(3)の2回の電話をかけた氏名不詳者らは，上記(1)記載の被害を回
復するための協力名下に，警察官であると誤信させた被害者に預金口座か
ら現金を払い戻させたうえで，警察官を装って被害者宅を訪問する予定で
いた被告人にその現金を交付させ，これを蝙し取ることを計画し，その計
画に基づいて被害者に対し，上記(2)(3)記載の各文言を述べたものであり，
被告人も，その計画に基づいて，被害者宅付近まで赴いた。
2 第一審の認定事実 (0) と本決定の認定事実 (fJ)の相違点
(1) 警察官を名乗る氏名不詳者からの電話の日時・回数と発言内容の特定
0 平成28年6「月 9日午前 11時20分頃から同日午後 1時38分頃までの
間．氏名不詳者らが，複数回にわたり．被害者方に電話をかけ，」として．
すべての発言内容を一括して列挙している（午後 1時38分頃は，被告人
が逮捕された時刻である）。
R 電話日時を 6月9H午前 11時20分頃 (1回目）と同H午後 1時 1分頃
(2回目）として，電話回数を「2回」とし， 2回目の電話時刻を特定した
うえ，発言内容を 1回目と 2回目に分けて特定したくs;o 
(5) 原裁判所か検察官に行った「起訴状記載の公訴事実における実行の着手時期」に
ついての求釈明に対する検察官の釈明は，「実行の沿手時点は，被告人を含むいわ
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(2) 被告人と氏名不詳者らとの共謀日時の特定
〇 特定していないが，上掲 1(1)以前の時点に共謀が成立したかのような言
い回しをしている（後掲(3)〇参照）。
8 6月8B夜（先行する詐欺罪の犯行後），長野市内に行くよう指示を受
け， 9日朝，詐取金の受取役であること認識したうえで長野市内に移動し，
9 B午後 1時 11分頃，被害者宅住所を告げられ，―お婆ちゃんから金を受
け取ってこい。」「29歳，刑事役って設定で金を取りに行ってくれ。」など
と指示を受けたとの事実を認定しており，明確に特定されてはいないが，
早くて 6月8日夜の時点，遅くとも 9B午後 1時 11分頃までに共謀が成
立したと考えているように見受けられる。
(3) 本件計画欺同行為，被害者に現金を交付させる行為の主体
〇 被告人は，警察官になりすまし，被害者から現金をだまし取ろうと考え，
氏名不詳者らと共謀の上，……氏名不詳者らが，複数回にわたり，被害者
方に電話をかけ，……（すべての発言を列挙）などと嘘を言い，被害者を，
電話の相手が警察官であり，その指示に従う必要がある旨誤信させ，被害
者に預金口座から預金の払戻しをさせた後，……警察官になりすました被
告人が，被害者から現金の交付を受けようとした旨を指摘し，被告人も氏
名不詳者らと対等の関係で先行する詐欺罪の時点から犯行計画立案に関与
したかのような言い回しをしている。
R 警察官を名乗って 2回の電話をかけた氏名不詳者らは，（先行する詐欺
罪の）被害を回復するための協力名下に，警察官であると誤信させた被害
者に預金口座から現金を払い戻させた上で，警察官を装って被害者宅を訪
問する予定でいた被告人にその現金を交付させ， これをだまし取ることを
計画し，その計画に墓づいて，被害者に対し， (2回の電話の）各文言を
ゆる特殊詐欺組織の構成員が平成 28年 6月9日午前 1時20分頃に警察官を装っ
て，被害者の預金口座から預金を下ろして現金化すること等を被害者に申し向けた
電話をかけた時点であると考える。」というもので，その理由において，氏名不詳
者らがかけた電話を 2回に分け，本判決と同じ時刻で特定している。
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述べたものであり，被告人も，その計画に甚づいて，被害者宅付近まで赴
いた旨を指摘し，本件犯行計画の立案主体は氏名不詳者らであり，被告人
は，被害者宅での現金交付要求行為，被害者に交付させた現金の受領行為
の主体と認定されているように見受けられる。
3 審理経過
(1) 第一審判決
第一審は，被告人の行為に詐欺未遂罪（共同正犯）の成立を認め，被告人に
懲役2年4月を言い渡した（被告人，量刑不当で控訴）。
(2) 原判決(5)
原審は，控訴理由に対する判断に先立ち，職権判断を行い，第一審が認定し
た事実には，払い戻した現金の交付に向けた明示的・黙示的な欺岡文言は記載
されていないとして以下のように判示し，第一審判決を破棄し，被告人に無罪
を言い渡した（検察官J:告）。
「刑法 246条 1項にいう『人を欺』＜行為とは，財物の交付に向けて人を錯
誤に陥らせる行為をいうものと解される。……原判決が認定した『犯罪事実』
には，払い戻した現金の交付に向けて，氏名不詳者らによって用いられた明示
的な欺岡文言は記載されていない。……欺岡文言は，氏名不詳者らにとっては
被害者に対し財物の交付に向けた準備行為を促すものとは解し得るが，被害者
に対し下ろした現金の交付までも求めるものではないから，これらの欺岡文言
を被害者に申し向けることによって，詐欺罪にいう「人を欺」く行為があった
とはいえない。」
「そこで，次に，原判決が認定した『犯罪事実』に記載された欺岡文言につ
いて，被害者に対し黙示的に財物の交付を求めるものであると解し得るかにつ
いて……検討しても，そのように解し得る文言はないと認められる。」
(6) 原判決の評釈として，冨川雅満「判批」法時 90巻3号 (2018年） 113頁以下，
樋口亮介「詐欺罪における実行の着手一ー東京高判平成 29年2月2日をきっかけ
に-~ 法セミ 759号 (2018年） 50頁以下，矢野・前掲注(4)95頁以下。
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「被害者に対し警察官を装って預金現金化を説得する行為は，氏名不詳者ら
にとっては財物の交付に向けた準備行為を促す行為ではあるものの，それにと
どまるのであって，詐欺被害の現実的・具体的な危険を発生させる行為とは認
められないと解するのが相当である」。
4 本判決の法廷意見
本判決は，上記 1(2)(3)記載の「各文言は，警察官を装って被害者に対して直
接述べられたものであって，預金を下ろして現金化する必要があるとの嘘 (1
回目の電話），前Hの詐欺の被害金を取り戻すためには被害者が警察に協力す
る必要があるとの嘘 (1回目の電話）， これから間もなく警察官が被害者宅を
訪問するとの嘘_J (2回目の電話）を含むものである。上記認定事実によれば，
これらの嘘（以下『本件嘘』という。）を述べた行為は，被害者をして，本件
嘘が真実であると誤信させることによって，あらかじめ現金を被害者宅に移動
させた上で，後に被害者宅を訪問して警察官を装って現金の交付を求める予定
であった被告人に対して現金を交付させるための計画の一環として行われたも
のであり，本件嘘の内容は，その犯行計画上，被害者が現金を交付するか否か
を判断する前提となるよう予定された事項に係る童要なものであったと認めら
れる。そして，このように預金日座から現金を下ろして被害者宅に移動させる
ことを求める趣旨の文言や，間もなく警察官が被害者宅を訪問することを予告
する文言といった，被害者に現金の交付を求める行為に直接つながる嘘が含ま
れており，既に 100万円の詐欺被害に遭っていた被害者に対し，本件嘘を真実
であると誤信させることは，被害者において，間もなく被害者宅を訪問しよう
としていた被告人の求めに応じて即座に現金を交付してしまう危険性を著しく
高めるものといえる。このような事実関係の下においては，本件嘘を一連のも
のとして被害者に対して述べた段階において，被害者に現金の交付を求める文
言を述べていないとしても，詐欺罪の実行の着手があったと認められる。」と
の判断を示した。
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5 山口厚裁判官の補足意見
本判決には，「私は，法廷意見に賛同するものであるが，本件において詐欺
未遂罪が成立することについて，理論的観点から意見を補足しておきたい。」
とする山口厚裁判官の意見がある。
「詐欺罪の実行行為である「人を欺く行為』が認められるためには，財物等
を交付させる目的で，交付の判断の基礎となる重要な事項について欺くことが
必要である。詐欺未遂罪は，このような『人を欺く行為』に着手すれば成立し
得るが，そうでなければ成立し得ないわけではない。従来の当審判例によれば，
犯罪の実行行為自体ではなくとも，実行行為に密接であって，被害を生じさせ
る客観的な危険性が認められる行為に着手することによっても未遂罪は成立し
得るのである（最高裁•…••平成 16 年 3 月 22 B第一小法廷決定・刑集 58巻 3
号 187頁参照）。したがって，財物の交付を求める行為が行われていないとい
うことは，詐欺の実行行為である『人を欺く行為』自体への着手がいまだ認め
られないとはいえても，詐欺未遂罪が成立しないということを必ずしも意味す
るものではない。未遂罪の成否において問題となるのは，実行行為に『密接』
で『客観的な危険性』が認められる行為への着手が認められるかであり，この
判断に当たっては『密接』性と『客観的な危険性』とを相互に関連させながら
も，それらが重畳的に求められている趣旨を踏まえて検討することが重要であ
る。特に童要なのは，無限定な未遂罪処罰を避け，処罰範囲を適切かつ明確に
確定するという観点から，上記『密接』性を判断することである。」
「本件では，警察官になりすました被告人が被害者宅において現金の交付を
求めることが計画され，その段階で詐欺の実行行為としての『人を欺く行為』
がなされることが予定されているが，警察官の訪問を予告する 2回目の電話に
より，その行為に『密接』な行為が行われていると解することができる。また，
前H詐欺被害にあった被害者が本件の一連の嘘により欺かれて現金を交付する
危険性は， 2回目の電話により著しく高まったものと認められる。こうして，
預金口座から下ろした現金の被害者宅への移動を挟んで 2回の電話が一連のも
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のとして行われた本件事案において， 1回目の電話の時点で未遂罪が成立し得
るかはともか<'2回目の電話によって，詐欺の実行行為に密接な行為がなさ
れたと明らかにいえ，詐欺未遂罪の成立を肯定することができると解されるの
である。」
m. 欺岡行為の内容・意味と「被害を生じさせる危険」
l 財物交付の判断の基礎となる「重要な事項」を偽る行為
上述のとおり，近時の最高裁判例は，欺岡行為を「財物交付の判断の基礎と
なる重要な事項を偽る行為→ と定義している。そこで，まず，このような欺岡
行為の理解が意味するところを検討したうえ，本判決の欺岡行為に関する理解
を検討することとする。
欺岡行為は，錯誤に陥った相手方から交付された財物を取得する行為ととも
に，詐欺罪の実行行為の一部を構成する行為であり，通常は，財物取得行為に
先行して行われる。そこで，財物取得行為に先行する欺岡行為には，上述のと
おり，相手方を錯誤に陥れて財物を交付させる手段としての性質（相手方の錯
誤，錯誤に基づく財物交付を惹起する危険）が備わっている必要がある。しか
し，それだけで足りるのであれば，欺岡行為は，財物交付の判断の「基礎とな
る事項」を偽る行為と定義されるだけでよいことになるのではなかろうか。
この点，山口裁判官の補足意見が指摘するように，実行の着手を肯定するた
めには，被害を生じさせる（既遂構成要件を実現する）客観的危険が必要と解
する立場からは，欺岡行為に「詐欺罪における財産的損害」を生じさせる危険
が備わっていなければならないことになる。「犯罪の実行行為自体でなくても，
実行行為に密接であって，被害を生じさせる客観的な危険性が認められる行為
に着手することによっても未遂罪は成立し得る」ということは，つまり，実行
行為それ自体は，当然に，被害を生じさせる客観的危険性を有しているべきこ
とになるからである。そして，財物交付の判断の「墓礎となる事項」を偽る行
為として欺岡行為を定義した場合に，そのような欺岡行為概念から導き出され
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る「詐欺罪における財産的損害」とは，「欺かれて錯誤に陥らなかったら交付
しなかったであろう財物を交付したこと→ という形式的個別財産説に親和的な
ものとなる。最高裁が，単に交付の判断の「基礎となる事項」ではなく，「基
礎となる『重要な事項』」を偽る行為として欺岡行為を定義した背後には，こ
の点に関する配慮が存在するものと思われる。そこで，「軍要な事項」性は，
財産的損害を実質的に基礎づける要素としての意義を担うと解、され，その内実
を解明することにより，判例が想定している「詐欺罪における財産的損害」の
内実解明に近づくことが可能になると思われる。
他人に財物を交付しようとする者にとって交付判断の基礎となる「重要な事
項」とは，その者が財物を交付するか否かを決定するに際して「重大な関心を
寄せる事項」であると理解するのが， 日本語として素直な解釈であると思われ
る。そして，財物交付の判断をする者にとって， もっとも重大な関心を寄せる
事項とは，「財物の交付と引き換えに達成しようと目指していることが，本当
に達成できるか否か」であろう(;)。そうであるとすると，このような「重要な
事項を偽る行為」という欺岡行為の定義から導かれる「詐欺罪における財産的
損害」とは，「財物交付と引き換えに達成しようと目指していたことが，達成
できなかったこと」である叫このような損害概念は，実質的個別財産説に親
(7) 前掲注(2)最決平 22• 7• 29、最決平 26• 3• 28刑集68巻 3号 646頁，最決平
26• 4• 7刑集68巻 4号 715頁等のように，「璽要事項性］の判断に際して，①法
令，規則，規程，実務慣行等の存在，②それに基づいて真偽を確認するための措置・
体制が確立し，現実に機能していることに言及する判例が存在する。しかし，これ
らは，被害者が法人である事案に関する判例であり，本件のように被害者が自然人
の場合には，たとえば「二重売買であるならば，絶対に当該財物を購人しない」意
思を明示しているような特段の事情がないかぎり，これらの被害者側の事情を，法
人と同じレベルで考慮する必要はないと思われる。なお，二本柳• 前掲注(3)46
頁参照。
(8) 最判平 13•7•19 刑集 55 巻 5 号 371 頁，最決平 15•3•12 刑集 57 巻 3 号 322 頁
のように，「財産上の損害」の判断に際して，「社会通念上別個の支払に当たるとい
い得る程度の期間支払時期を早めた」とか「欺かれなかったら，直ちに交付しなかっ
た］という点に言及する判例が存在する。しかし，これらは，被告人にも法律上有
効な権利が存在する事案で問題とされる事情であり，本件とは事案が異なる。
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和的であるが， この点について最高裁は明言していない (9)。このように見てく
ると，財物交付の判断の基礎となる「重要な事項」を偽る行為と定義される欺
岡行為の意味内容は，相手方を錯誤に陥らせ，相手方に財物交付行為を行わせ
たうえ，「相手方が財物交付と引換えに達成しようとしたことを相手方をして
達成できなくする危険」を有する行為ということになり，そのような意味にお
ける頂財産的損害（構成要件的結果）」を惹起する危険を有する行為が，詐欺
罪の実行行為の実体ということになると思われる。したがって，交付判断の基
礎となる事項を偽るにとどまり，基礎となる重要な事項を偽るとはいえない行
為は，詐欺罪における財産的損害を生じる危険のない行為として，詐欺罪の実
行の着手が否定され，詐欺未遂罪が成立する余地もないことになる。
2 本判決の理解—欺岡行為の拡張解釈か一
本判決は，「本件嘘の内容は，その犯行計画上，被害者が現金を交付するか
、、、、、、、、、、、、
否かを判断する前提となるよう予定された事項に係る重要なものであったと認
められる。」と判示している。これは，近時の最高裁判例による欺岡行為の定
義とは明らかに異なるものである。そして，本判決は，単に「被害者に現金の
交付を求める文言を述べていないとしても，詐欺罪の実行の着手があったと認
められる。」と結論づけている (10)。そこで，本判決が，「本件嘘を一連のもの
(9) 増田啓祐「判解」最判解刑•平成 22 年度 (2013 年，法曹会） 190頁は，「財物の
交付自体が財産上の損害と考えれば，当然にその存在は肯定できる。また，実質的
個別財産説に立って検討しても，これまで見てきたとおり，航空会社は，搭乗券を
交付することにより， これを所持する者を，航空券に氏名が記載され，搭乗手続き
を済ませて搭乗が承認された乗客本人として取り扱おうとしているのであるから，
他人を搭乗させる意思を有する者にこれを交付することは，そのような搭乗者の管
理に失敗したことを意味するのであって，そのことは，航空会社の国際航空運送事
業に支障を与え得るものであり，経済的損害と評価できるものと思われ，財産的損
害の発生を肯定できるものと思われる。」と述べている。
(10) 欺岡行為を肯定するために，財物の交付要求行為を不可欠の要素と解するか否か
については，争いがある（二本柳• 前掲注(3)42頁参照）。本判決は，「被害者に
現金の交付を求める文言を述ぺていないとしても＿と明示しているので，この争い
をひとまず措いたうえで，以下では，欺岡行為の拡張解釈によって本件嘘を述べる
行為を欺岡行為に包摂することが可能か否かを検討する。
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として被害者に対して述べ」る行為が欺岡行為に該当すると判断したのか（そ
の判断は，従来の欺岡行為を拡張する解釈か），山日裁判官の補足意見が述べ
るように，欺岡行為そのものではなく，欺岡「行為に密接であって，被害を生
じさせる客観的な危険性が認められる行為に着手」したものと判断したのかは
明らかでなく，検討を要する。
この点，佐藤拓麿教授は，「法廷意見は，欺岡行為の定義には触れていない。
また，被告人らが行った，または行う予定であった行為のどれが欺囲行為にあ
たるのかについても述べていない。この部分は棚上げにして，詐欺罪の実行の
着手の判断を行」ったとし，「密接性に一切触れなかったのは，欺岡行為に密
接する行為にまで着手が認められるという理論構成を採ると，嘘にはあたらな
いような行為にも詐欺罪の着手を認める余地が生じるため (11), 無用な一般論
は避けたかったからではないかと思われる。本件では，氏名不詳者らによる嘘
は存在しているため，欺岡行為の拡張解釈によって着手を認めたと読む余地を
残したものと推測される。」と述ぺている〈12)0
本判決は，近時の最高裁判例が示す欺岡行為の定義に使用されている「交付
の判断の基礎となる（重要な）事項」という文言に代えて「犯行計画上」被害
者が現金を「交付するか否かを判断する前提となるよう予定された事項（に係
る重要なもの）」という文言を使用している。これは，本件において，被害者
は現金の交付を求められていない段階なので，交付するか否かの判断をする局
面には至っていない（被害者がそのような判断に直面するためには，錯誤に基
づく現金交付を要求する行為がなされることが必要と解される）ことを考慮し
た言い回しであると推測される (13)。そこで，犯行計画どおりに事態が進展し
たと仮定した場合，本件嘘の内容が被害者の交付判断にとっていかなる意味を
有しうるかという仮定的評価に代替されているのではないかと思われる。そう
すると，「既に 100万円の詐欺被害に遣っていた被害者」にとって，現金交付
(11) 二本柳•前掲注(3)41 頁をも参照。
(12) 佐藤・前掲注(3)23頁。
(13) 佐藤•前掲注(3)24 頁，二本柳・前掲注(3)45 頁参照。
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により達成を目指すものは，「前日に交付してしまった 100万円を取り返すこ
と」であり，「これから交付する現金も，再度の被害に遭わないために警察に
一時的に預けるのであって， しかるべき時期に返還されること」であろう。被
告人が被害者宅においてどのような現金交付要求行為を行う予定であったかは
認定されていないが，本件嘘が既に被害者に対して述べられている状況で，犯
行計画の一環として本件嘘の延長線上に位置づけられる要求行為であれば，現
金交付が特殊詐欺組織の摘発につながり，被害金額が被害者の手に戻る可能性
をほのめかすという嘘を内容とすることは想像に難くない。「段階を踏んで嘘
を重ねながら現金を交付させるための犯行計画」の仕上げとして述べられると
予想される上記内容の嘘は，財物交付判断の基礎となる「重要な事項」といえ
るし，「交付済みの 100万円は手許に戻らず，被告人に交付した現金も喪失す
る」という事実は，「詐欺罪における財産的損害」と評価するに十分であろう。
ところで，このような仮定的評価を行う前提として，計画どおりに事態が進
展する可能性が高いことが必要であると解される。犯行計画上予定されている
にせよ，交付の判断の墓礎となる重要な事項を偽り，被害者に対して現金の交
付を要求する行為それ自体は，いまだ遂行されていないからである。この点に
ついて，本判決は，本件嘘を真実であると被害者が誤信して被告人の訪問を受
け入れた場合，犯行計画によれば被告人が警察官を装って現金の交付を求める
予定であったこと，そのような計画のもとに述べられた本件嘘には，被害者に
現金の交付を求める行為に直接つながる嘘が含まれてたこと（計画の一環とし
て述べられた本件嘘に，現金交付要求行為への直接的接続性（または連結性）
があること） (14)を指摘することによって， この可能性が高いことを示そうとし
ているように見受けられる。この点，本件において，被告人は，被害者宅付近
において，警察官に職務質問を受け，逮捕されているから，被害者宅に到沿し
(14) 佐藤・前掲注(3)24頁は，本稿が「直接的接続性（連結性）」と称する事情を，
実行の着手判断における「密接性」の問題ではなく，実行の着手を肯定するための
「行為経過の自動性」を肯定するための要素と理解している。その理解が，上掲の
万密接性に一切触れなかった＿との記述の前提となっている。
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ていない。被告人はなぜ逮捕されたのかOsl, その理由は，第一審判決，原判
決，本判決においては認定されていないが，法務総合研修所第一部において実
施された第 120回検事専門研修で本件の原判決が取り上げられたことを紹介す
る文献において，「被害者は，……金融機関に行って預金口座から現金を払い
戻し，警察に連絡したところ，自分がだまされていることに気が付」いたとい
う事実が示されている (16)。もちろん，判決文に示されていない事実を前提に
事を論じることはできないが，氏名不詳者らが「警察官を名乗って」被害者に
電話をかけたことからすれば，電話をかけてきた「相手が警察官であると誤信
している」被害者が，何らかの事情により自己の意思で警察に連絡をとろうと
することは何ら不自然ではないこと，そして現実に被告人は逮捕されているこ
とを踏まえると，氏名不詳者らが被害者に対して本件嘘を述べる行為と被告人
が被害者に対して現金の交付を要求する行為との間に，直接的接続性を肯定し，
事態が犯行計画どおりに進展する可能性が高い（別の言い方をすれば，氏名不
詳者らの行為に成功した場合，被告人の行為を含むそれ以降の犯行計画を遂行
するうえで障害となるような特段の事情は存在しなかった(l7;) とすることに
は，疑問の余地があるといわなければならない。
詐欺罪は，構成要件を実現するために， もともと複数の行為（欺岡行為と，
錯誤に基づいて交付された財物を取得する行為）を必要とする犯罪類型であり，
具体的な犯行態様によっては，相手方を錯誤に陥れるために複数の嘘を重ねる
こともあり，それぞれの嘘の間に相当の時間的・場所的懸隔が生じることも稀
ではない。そのような場合でも，それぞれの嘘が単独で，あるいは個々の嘘を
一連一体のものとして統合した場合に，その一連の「嘘を述べる行為」が交付
(15) 逮捕の理由・経緯が明示されていない点を問題視するものとして，成瀬・前掲注
(3) 140 頁，二本柳•前掲注(3)35 頁注(6) 。
(16) 矢野・前掲注(4)96頁。なお，原判決においては，被害者の捜査段階における
供述調書に，被害者が警察官のいうとおりに銀行から預金の払戻しを受けようと思っ
たという事実が記載されていることは，指摘されている。
(17) 最決平 16• 3• 22刑集58巻 3号 187頁（いわゆる「クロロホルム事件決定」）参
照。山口裁判官の補足意見が，同決定を引用している。
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の判断の基礎となる重要な事項を偽る行為といえる場合は，それを欺岡行為と
認定することは可能であろう。しかし，本判決は，複数の嘘を「本件嘘」とし
て一体化し，一連の行為として統合したものの(l8, 「本件嘘の内容は，その犯
、、、、、、、、、、、
行計画上，被害者が現金を交付するか否かを判断する前提となるよう予定され
た事項に係る重要なもの」と判示したのであって，交付の判断の甚礎となる重
要な事項ではないことを自認している。このような行為を拡張解釈によって欺
岡行為に包摂するためには，その後に予定されていた被告人の被害者宅訪問，
および被害者に対する現金交付要求行為と直接的接続性が肯定できることが条
件となる。この直接的接続性に疑問の余地が否定できない以上，欺岡行為には
財物交付を要求することは必要ないという前提に立つ場合であっても，拡張解
釈による欺岡行為への包摂は，否定されるべきであろう。
そうなると，拡張解釈によっても欺岡行為といえない行為に，詐欺罪の実行
の着手を肯定する余地はあるか否かを検討することが，次の課題となる。
（未完）
(18) 1回目と 2回目の電話の間には，約 1時間 21分の懸隔があるが，被害者を銀行
または ATM設置場所に赴かせて預金の現金化を促していることからすれば，そ
の時間的猶予を踏まえた時間的間隔として，断絶があるとはいえないであろう。
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